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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第１部門第２区分
【発行日】平成21年5月14日(2009.5.14)

【公開番号】特開2006-305341(P2006-305341A)
【公開日】平成18年11月9日(2006.11.9)
【年通号数】公開・登録公報2006-044
【出願番号】特願2006-95759(P2006-95759)
【国際特許分類】
   Ａ６１Ｆ   2/82     (2006.01)
   Ａ６１Ｂ  17/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ａ６１Ｍ  29/02    　　　　
   Ａ６１Ｂ  17/00    ３２０　

【手続補正書】
【提出日】平成21年3月27日(2009.3.27)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
波線状環状体がステントの軸方向に隣り合うよう複数配列されるとともに、隣り合う波線
状環状体が接続されたステントであって、各波線状環状体は、前記ステントの軸方向の一
端側に頂点を有する複数の一端側屈曲部および前記ステントの軸方向の他端側に頂点を有
する複数の他端側屈曲部を有し、かつ、前記波線状環状体の一端側屈曲部の頂点は、隣り
合う一方の波線状環状体の他端側屈曲部間に形成される空間に侵入し、前記波線状環状体
の他端側屈曲部の頂点は、隣り合う他方の波線状環状体の一端側屈曲部間に形成される空
間に侵入しており、かつ、前記各波線状環状体の一端側屈曲部の頂点および前記他端側屈
曲部の頂点は、近接する方向に湾曲することによりかみ合った状態となっていることを特
徴とする生体内留置用ステント。
【請求項２】
波線状環状体がステントの軸方向に隣り合うよう複数配列されるとともに、隣り合う波線
状環状体が接続されたステントであって、各波線状環状体は、前記ステントの軸方向の一
端側に頂点を有する複数の一端側屈曲部および前記ステントの軸方向の他端側に頂点を有
する複数の他端側屈曲部を有し、かつ、前記波線状環状体の一端側屈曲部の頂点は、隣り
合う一方の波線状環状体の他端側屈曲部間に形成される空間に侵入し、前記波線状環状体
の他端側屈曲部の頂点は、隣り合う他方の波線状環状体の一端側屈曲部間に形成される空
間に侵入しており、かつ、前記各波線状環状体の一端側屈曲部の頂点部および前記他端側
屈曲部の頂点部は、潰れた形状となっており、かつ前記一端側屈曲部の頂点部および前記
他端側屈曲部の頂点部は、かみ合った状態となっていることを特徴とする生体内留置用ス
テント。
【請求項３】
前記波線状環状体を形成する線状体は、ステントの中心軸に対して所定角度斜めに延びる
複数の直線状線状部と、隣り合う一方の前記直線状線状部の上端と他方の前記直線状線状
部の下端とを連結し、かつＳ字状に湾曲した複数のＳ字状湾曲部により形成されている請
求項１または２に記載の生体内留置用ステント。
【請求項４】
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前記波線状環状体は、他の一端側屈曲部の頂点部より窪んだ状態の頂点部および他の他端
側屈曲部の頂点部より窪んだ状態の頂点部を有し、上記窪んだ状態の２つの頂点部は近接
するとともに非噛合部を形成している請求項１ないし３のいずれかに記載の生体内留置用
ステント。
【請求項５】
前記ステントは、前記隣り合う波線状環状体の前記屈曲部の頂点間に設けられた接続部を
有するものである請求項１ないし４のいずれかに記載の生体内留置用ステント。
【請求項６】
前記ステントは、前記隣り合う波線状環状体の前記屈曲部の頂点より若干ステントの軸方
向側となる位置に設けられた短い接続部を有するものである請求項１ないし４のいずれか
に記載の生体内留置用ステント。
【請求項７】
前記接続部は、前記隣り合う波線状環状体における一端側屈曲部と他端側屈曲部の両者の
頂点が近接するとともにかみ合った状態となっている部分の背面部位間を接続するもので
ある請求項５または６に記載の生体内留置用ステント。
【請求項８】
前記接続部は、前記隣り合う波線状環状体における一端側屈曲部と他端側屈曲部の両者の
頂点が近接するとともにかみ合った状態となっている部位を接続するものである請求項５
または６に記載の生体内留置用ステント。
【請求項９】
前記接続部は、前記隣り合う波線状環状体における一端側屈曲部と他端側屈曲部の両者の
頂点が近接するとともにかみ合った状態となっている部分の背面部位間を接続する第１の
接続部と、前記隣り合う波線状環状体における一端側屈曲部と他端側屈曲部の両者の頂点
が近接するとともにかみ合った状態となっている部位を接続する第２の接続部とを有する
ものである請求項５または６に記載の生体内留置用ステント。
【請求項１０】
前記ステントは、前記隣り合う波線状環状体を前記第１の接続部もしくは前記第２の接続
部のいずれかにより接続するものでありかつ、前記第１の接続部および前記第２の接続部
は、前記ステントの軸方向に対して交互となるように設けられている請求項９に記載の生
体内留置用ステント。
【請求項１１】
前記ステントは、前記隣り合う波線状環状体を複数の前記第１の接続部もしくは複数の前
記第２の接続部により接続するものでありかつ、前記第１の接続部および前記第２の接続
部は、前記ステントの軸方向に向かって交互となるように設けられている請求項９に記載
の生体内留置用ステント。
【請求項１２】
前記ステントは、前記隣り合う波線状環状体をほぼ向かい合う位置に配置された２つの前
記第１の接続部により接続する部分と、前記隣り合う波線状環状体をほぼ向かい合う位置
に配置された２つの前記第２の接続部により接続する部分とを有し、かつ、前記第１の接
続部および前記第２の接続部は、前記ステントの軸方向に対して交互となるように形成さ
れており、かつ、前記第１の接続部および前記第２の接続部は、前記ステントの中心軸に
対して、ほぼ等角度となる位置に配置されている請求項９に記載の生体内留置用ステント
。
【請求項１３】
前記ステントにおける前記接続部は、前記隣り合う波線状環状体における一端側屈曲部と
他端側屈曲部の両者の頂点が近接するとともにかみ合った状態となっている部分の背面部
位間を接続する接続部のみにより形成されており、かつ、該接続部が、前記ステントの軸
方向に連続しないように形成されている請求項５または６に記載の生体内留置用ステント
。
【請求項１４】
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前記ステントは、該ステントの両端部における隣り合う波線状環状体を複数の接続部によ
り接続するものである請求項５ないし１３のいずれかに記載の生体内留置用ステント。
【請求項１５】
前記波線状環状体を形成する線状体は、常に湾曲しており、実質的に直線状部分を持たな
いものとなっている請求項１ないし１４のいずれかに記載の生体内留置用ステント。
【請求項１６】
前記接続部は、前記波線状環状体の前記屈曲部の前記頂点より若干ステントの軸方向側と
なる位置にて隣り合う前記波線状環状体を接続するものである請求項１ないし１５のいず
れかに記載の生体内留置用ステント。
【請求項１７】
前記隣り合う波線状環状体の近接する前記頂点間の軸方向距離が０．２ｍｍ以上である請
求項１ないし１６のいずれかに記載の生体内留置用ステント。
【請求項１８】
前記ステントは、上記窪んだ状態の２つの頂点部を接続もしくは一体化する接続部を備え
ている請求項４ないし１７のいずれかに記載の生体内留置用ステント。
【請求項１９】
前記ステントは、略管状体に形成され、生体内管腔への挿入のための直径を有し、該管状
体の内部より半径方向に広がる力が付加されたときに拡張可能なステントである請求項１
ないし１８のいずれかに記載の生体内留置用ステント。
【請求項２０】
チューブ状のシャフト本体部と、該シャフト本体部の先端部に設けられた折り畳みおよび
拡張可能なバルーンと、折り畳まれた状態の前記バルーンを被包するように装着され、か
つ該バルーンの拡張により拡張されるステントとを備える生体器官拡張器具であって、前
記ステントは、請求項１ないし１９に記載のいずれかのステントであることを特徴とする
生体器官拡張器具。
【請求項２１】
前記バルーンに装着された状態における前記ステントの線状体部分が占める面積は、該ス
テントの空隙部を含む外周面の面積の６０％～８０％である請求項２０に記載の生体器官
拡張器具。
【請求項２２】
前記バルーンに装着された状態における前記隣り合う波線状環状体の近接する前記頂点間
の軸方向距離が０．２ｍｍ以上である請求項２０または２１に記載の生体器官拡張器具。
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